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６ 経営分析 

 

分 析 項 目 
令和 

２年度 

令和 

元年度 

平成 

30年度 
全国平均 
(令和元年度) 

算     式 

構 

成 

比 

率 

固定資産 

構成比率 
％ 

29.3 30.3 31.4 76.5 
 固 定 資 産 

×100 
固定資産＋流動資産＋繰延資産 

総資産の固定化の度合いを表すもので、比率の低い方が望ましい。 

固定負債 

構成比率 
％ 

4.0 4.8 4.6 24.4 
 固 定 負 債 

×100 
負債・資本合計 

固定負債と総資本との割合を表すもので、比率の低い方が望ましい。 

自己資本 

構成比率 
％ 

95.2 95.0 95.1 72.7 
 資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益 

×100 
負債・資本合計 

総資本のうち自己資本の占める割合を示したもので、比率の高い方が望ましい。 

財 

務 

比 

率 

固定比率 ％ 

30.8 31.9 33.0 105.2 
 固 定 資 産 

×100 
資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益 

固定資産と自己資本との割合で資本固定化の程度を示すものであり、100％以下であることが望ましい。 

固定資産対 

長期資本比率 
％ 

29.6 30.4 31.5 78.7 
 固 定 資 産 

×100 
資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益  

固定資産と長期資本との割合で資本固定化の程度を示すものであり、100％以下であることが望ましい。 

流動比率 ％ 

8,075.5 26,453.1 23,877.0 826.9 
 流 動 資 産 

×100 
流 動 負 債 

企業の支払能力を見るもので、この比率が大きいほど支払能力が高いとされている。 

回 
 

転 
 

率 

自己資本 

回転率 
回
転 

0.1 0.1 0.0 0.1 

 営業収益－受託事業収益  

  期首自己資本＋期末自己資本   

２ 

自己資本の働きを観察したもので、数値が大きいほど資本が効率的に使われていることを示す。 

流動資産 

回転率 
回
転 

0.1 0.1 0.1 0.3 

 営業収益－受託事業収益  

  期首流動資産＋期末流動資産   

２ 

流動資産の使用利用度を表すもので、数値が高いほど運用形態が良好なことを示す。 

未収金回転率 回
転 

11.0 11.0 10.9 8.3 

 営業収益－受託事業収益  

  期首未収金＋期末未収金   

２ 

未収金の回収度を測定するもので、数値が高ければ未収金の回収速度が良好なことを示す。 

収 
 

益 
 

率 

総収支比率 ％ 

82.3 87.0 87.2 118.3 
 総  収  益 

×100 
総  費  用 

総収益と総費用との割合で、営業活動の能率を表すものであり、比率の高い方が望ましい。 

営業収支比率 ％ 

77.1 81.7 81.2 112.8 
 営業収益－受託事業収益  

×100 営業費用－受託事業費用 

営業収益と営業費用との割合で営業活動の能率を表すものであり、この比率が高いほど経営状態が良好

なことを示す。 

総資本利益率 ％ 

△1.0 △0.7 △0.6 1.6 

   当年度経常利益（損失）  
×100 

  期首総資本＋期末総資本  

２   

経常利益と総資本との割合で、企業全体の収益性を表すものであり、比率の高い方が望ましい。 

 (注) １ 各比率の算出方法及び計算の際に用いた基礎数値は、総務省自治財政局編地方公営企業年鑑の例による。 

 (注) ２ 全国平均は、総務省自治財政局編「令和元年度及び平成30年度地方公営企業年鑑」の数値である。 

 (注) ３ 自己資本＝資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益 

 (注) ４ 総資本＝負債・資本合計 

(注 

 


